
金融01 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 イスラム金融に関する所要の税制措置 府省名 金融庁 

税 目 法人税、法人住民税、事業税 

区 分 □新設       ■拡充       □延長      □事後 

 

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

   

（説明） 

税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（社債的受益権の発行額）には、目

標値が設定されておらず、どのような状況において達成目標（我が国の金融・資本市場にイスラム・マネ

ーを呼び込むための多様な資金運用・調達機会の提供に向けた制度の整備・定着を図ること）が達成され

たといえるのか不明であるため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数等の過去の実績並びに減収額の過去の実績及び将来推計が把握及び予測され

ていないため、その適用の実態及び見込みが不透明である。 

③ 「税収減は生じないと考えられる」として本租税特別措置等に税収減を是認するような効果があると説

明されているが、本租税特別措置等はイスラム金融に限定された制度ではなく、今後、イスラム債以外の

社債的受益権が発行される可能性は否定されていないため、本租税特別措置等の税収減を是認するような

効果の見込みが不透明である。 
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金融01 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 □設定あり ■設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■把握なし ○ 

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし  

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  ■定性的記述 □予測なし  

⑪ 減収額の実績把握 □定量化 □定量化(根拠なし) ■把握なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 ■定性的記述 □把握なし  

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 ■達成されていない □達成されている □説明なし  

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

□該当しない ■分析あり □分析なし △ 

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない □説明あり ■説明なし ○ 
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金融02 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 特別法人税の撤廃 府省名 金融庁 

税 目 法人税、法人住民税 

区 分 ■新設       □拡充       □延長      □事後 

  

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

 税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（企業年金等の加入者数及び積立金

額）のうち企業年金等の加入者数は、本租税特別措置等の効果と直接的な関係がないと考えられ、また、

積立金額は、積立金の運用状況等他の要因の影響を受けるものであり、本租税特別措置等のみの効果を把

握できないため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計が予測されていないため、その見込みが不

透明である。 

③ 予測した効果と減収額の見込みを対比すべきところ、税収減に言及せずに、本租税特別措置等に税収減

を是認するような効果があると説明しており、将来におけるその効果の見込みが不透明である。 
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金融02 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 □設定あり ■設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  
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金融03 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 投資法人の導管性要件である投資口国内 50％超募集要件の見直し 府省名 金融庁 

税 目 法人税、法人住民税、事業税 

区 分 □新設       ■拡充       □延長      □事後 

 

【点検結果】 

 １．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての分

析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

（１）本租税特別措置等の適用数は、平成 18年度 40法人、平成 19年度 42法人、平成 20年度 41法人、平成

21年度 41法人と把握されているが、本租税特別措置等が適用され得る投資法人数からみて想定外に僅少

でないこと、適用に偏りがないことについて説明されていない。 

（２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（投資法人を用いた不動産証券化

の案件実績（規模）、不動産投資市場におけるＪリートの資産規模）は、不動産市場の動向や規制緩和

等他の要因の影響を受けるものであり、本租税特別措置等のみの効果を把握できないため、その効果の

検証が困難である。 

  ② 本租税特別措置等の適用数の将来推計が予測されていないため、その見込みが不透明である。 

  ③ 本租税特別措置等の減収額について把握されていない。 

④ 過去において、税収減を是認するような効果が発現したのかについて説明されていない。 

⑤ 将来において、「税収減は生じないと考えられる」と説明されているのみで、そのように考える理由

が説明されていないが、本租税特別措置等の既存の措置において、減収額は当然に発生していると考え

られるため、その説明に疑問がある。 

 

２．「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、規制緩和

等他の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 
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金融03 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 □説明あり ■説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし ○ 

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 □定量化 □定量化(根拠なし) ■把握なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 □定性的記述 ■把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

■説明あり □説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし ○ 
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金融04 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 協同組織金融機関に係る一般貸倒引当金の割増特例措置の恒久化 府省名 金融庁 

税 目 法人税、法人住民税、事業税 

区 分 □新設       □拡充       ■延長      □事後 

 

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての分

析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

 税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（協同組織金融機関による中小企業

等に対する資金供給の状況）は、景気の動向等他の要因の影響を受けるものであり、本租税特別措置等の

みの効果を把握できないため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計が予測されていないため、その適用の見込

みが不透明である。 

③ 過去において、税収減を是認するような効果が発現したのかについて説明されていない。 

④ 予測した効果と減収額の見込みを対比すべきところ、税収減に言及せずに、本租税特別措置等に税収減

を是認するような効果があると説明しており、将来におけるその効果の見込みが不透明である。 

 

２.「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、法律改正

等他の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 

 

- 54 -



金融04 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし  

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

■説明あり □説明なし  

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 ■定量化 □定量化(根拠なし) □把握なし  

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 ■定性的記述 □把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  
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金融05 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 少額短期保険業者に係る収入割の特例措置の延長 府省名 金融庁 

税 目 事業税（外形） 

区 分 □新設       □拡充       ■延長      □事後 

 

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての

分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

 （１）本租税特別措置等の適用数は、平成 18年度５社、平成 19年度 19社、平成 20年度 62社、平成 21年

度 64社と把握されているが、本租税特別措置等が適用され得る事業者数からみて想定外に僅少でないこ

と、適用に偏りがないことについて説明されていない。 

 （２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

  ① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（ⅰ．法人事業税の特例措置の

適用業者数 、ⅱ．ソルベンシー・マージン比率、ⅲ．当期純損益）のうち、ⅱ．及びⅲ．の指標に

ついては保険販売量等他の要因の影響を受けるものであり、本租税特別措置等のみの効果を把握でき

ず、また、目標達成時期及び目標値が設定されておらず、いつの時点でどのような状況において達成

目標（少額短期保険業者は、その業務の性格上、保険会社と比較して経費率が高止まりする収益構造

を有すること等から、当該業者の担税力に配慮した課税とし、経営の安定を図ること）が達成された

といえるのか不明であるため、その効果の検証が困難である。 

  ② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計が予測されていないため、その適用の

見込みが不透明である。 

  ③ 把握した効果と減収額の実績を対比すべきところ、本租税特別措置等以外の要因の影響を受ける効

果を用いて、本租税特別措置等に税収減を是認するような効果があると説明しており、過去における

その効果の実態が不透明である。 

  ④ 将来において、税収減を是認するような効果が発現するのかについて説明されていない。 

   

２．「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、他の政策

手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 
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金融05 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 ■定量化 □定量化(根拠なし) □把握なし  

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

■定量化 □定性的記述 □把握なし  

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

■説明あり □説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

□説明あり ■説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  
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金融06 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 
企業年金等への移行が不可能な適格退職年金に係る税制上の特例
措置の継続 

府省名 金融庁 

税 目 所得税、法人税、法人住民税、個人住民税 

区 分 ■新設       □拡充       □延長      □事後 

  

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計について、算定根拠それぞれを「有期年金の

終了や平均余命を考慮しつつ、残存率を推計した上で、数値を算出」及び「課税された場合と非課税とされ

た場合を比較し、減収見込み額を算出」としているが、試算の方法は記載されておらず、その適用の見込み

が不透明である。 
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金融06 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし  

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし  

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし  

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑩ 適用数等の将来予測 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □予測なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 ■定量化 □定量化(根拠なし) □予測なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  

- 59 -



金融07 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 
損害保険会社等の火災保険等に係る異常危険準備金の積立額の損
金算入 

府省名 金融庁 

税 目 法人税 

区 分 □新設       □拡充       □延長      ■事後 

  

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」等についての

分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（損害保険会社等における異常危険

準備金積立残高等）には、目標達成時期が設定されておらず、いつの時点で達成目標（損害保険会社等が、

巨大災害発生時においても保険金の支払いを円滑かつ確実に行うことができるような水準まで、異常危険

準備金を早期に積み立てること）が達成されたといえるのか不明であるため、その効果の検証が困難であ

る。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の過去の実績の分析対象期間の一部が把握されていな

いため、その実態が不透明である。 

    

２．「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、規制等他

の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 

 

３．その他 

  事後評価結果の本租税特別措置等の在り方への反映について説明されておらず、評価の活用に疑問があ

る。 
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金融07 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし  

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし △ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし ○ 

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 ■定量化 □定量化(根拠なし) □把握なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 ■定性的記述 □把握なし  

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

■説明あり □説明なし  

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  

評価結果の反映の方向性    

 ○23  事後評価結果の反映 □説明あり       ■説明なし ○ 
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